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インドネシアが税務執行に係わる共助条約を批准 
 

背景 
 
税務執行に係わる共助条約（以下、「当該条約」）は 1988 年に欧州評議会と経済協力開発機構（以下、

「OECD」）が共同で作成したものです。当該条約は、透明性と情報交換（EOI）に関する国際的に合意された基

準と歩調を合わせ、欧州評議会または OECD に加盟していない国々に対してもその対象を広げることを目的と

して 2010 年に改正されました。それゆえ、改正後の当該条約第 28 条は、欧州評議会または OECD 非加盟国

による当該条約への参加を受け入れ、その調印・批准への道を開いています。 
 
現在 84 ヶ国が当該条約に調印しており、これら締結国には G20 の全メンバー、ほぼ全ての OECD 加盟国、

および主要金融センターが含まれています。 
 
条約の範囲 
 
当該条約の条項が統一的に適用・解釈されることで、各国税法のより効果的な運用を促進することが可能とな

り、同時に締結国間において下記の協力的枠組を提供することにより納税者の基本的権利が尊重されていま

す。 

a. 情報の交換（同時税務調査および海外における税務調査への参加を含む） 

b. 外国租税債権徴収における支援（保全措置を含む） 

c. 文書の共有 
 
当該条約における義務と既存の二国間協定（例えば、租税協定（DTA）および税務情報交換協定（TIEA））との

間に矛盾がある場合には、後者を優先します。
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インドネシアの関与 
 
インドネシアは 2011 年 11 月 3 日に当該条約に調印し、2014 年 10 月 17 日の大統領令 No.159/2014（以下、「大統領令第

159 号」）の発効により批准しました。当該条約は、批准書をいずれかの受託者（即ち、OECD 議長または欧州評議会議長）

に寄託した日の後、3 ヶ月の期間が満了する日の属する月の翌月の初日に、インドネシア国内で効力を生じます。そして当

該条約下の支援は、当該条約が効力を生じた年の翌年の 1 月 1 日以後に開始する課税年度に係るものを対象として効力を

生じます。 
 

当該条約の締結国となる手続の一環として、大統領令第 159 号は、当該条約の第 30 条に基づきインドネシアが以下の権

利を有することを宣言しています。 
 
1. 下記の i～iv の税項目に対して支援を提供しない権利 

a) 他の締結国の租税に関連する支援 
b) 租税に対する、文書の共有に係わる支援 

i. 締結国の地方政府または地方公共団体のために課される所得、利益、譲渡収益または純資産に対する租税 

ii. 強制加入の社会保険に係る保険料であって、一般政府または法律に基いて設立された社会保障機関に対して

支払うもの 

iii. 締結国のために課される下記に掲げるその他の区分の租税（関税を除く） 
• 不動産に対する租税、相続税または贈与税 
• 消費税等の物品および役務に対する特定の租税 
• 自動車の使用または所有に対する租税 
• 自動車以外の動産の使用または所有に対する租税 
• その他の租税 

iv. 締結国の地方政府または地方公共団体のために課される iii に掲げる区分の租税 
 

2. 全ての租税に関し、いかなる租税債権または罰金の徴収に係わる支援を行わない権利 
 
また大統領令第 159 号は、インドネシア税法下において課される全ての租税に対し、当該条約が適用されることを確認する

ものです。具体的には以下がその対象となります。 

 所得税（譲渡収益と純資産を含む） 

 農業、林業および鉱業セクターに係る土地・建物税 

 付加価値税および高級品売上税 
 
国内情報交換規制 
 
国家レベルにおける情報交換の実施手続、海外における税務調査および同時税務調査は、2014 年 4 月 1 日を発効日とす

る財務大臣規則 No.60/PMK.03/2014 （財務大臣規則第 60 号）に規定されており、上記発効日の前後に実施されている

以下の国際的な税務上の合意に適用されます。 
a) 租税条約 

b) 税務情報交換協定 

c) 当該条約 
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